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八王子市公私連携保育法人募集要項 

 

１.募集の趣旨 

八王子市（以下「市」という。）では現在指定管理者に管理運営を委託している公設

民営保育所のうち、令和 7年度（2025年度）末に指定期間が満了する 2施設について、

令和 8年（2026年）4月 1日から公私連携型保育所※として設置・運営する事業者を募

集します。 

 

※児童福祉法（昭和 22年法律第 164号）第 56条の 8に基づき、事業者が市と協定を

締結し、市から必要な設備の貸付け、譲渡その他の協力を得て、市との連携の下に保育

及び子育て支援事業を行う保育所で、市が公私連携保育法人（以下「連携法人」という。）

として指定した事業者が設置・運営する保育所（民設民営保育所）。 

 

２.公私連携型保育所移行対象施設 

対象施設は以下の 2施設とします。 

施設名称 定員（令和 7年度） 所在地 

多賀保育園 80人 八王子市元本郷町三丁目 8番 16号 

静教保育園 65人 八王子市元横山町三丁目 19番 13号 

 

３.公私連携保育法人の指定 

市は、選定した事業者と公私連携型保育所の運営等に関する協定を締結し、連携法人

の指定を行います。 

（１）協定期間 

令和 8年（2026年）4月 1日から令和 18年（2036年）3月 31日までの 10年間 

（２）指定の取消し 

公私連携型保育所の運営並びに施設の維持管理等を適正に行うため、市の指導・指示

に従わない場合、上記期間中においても連携法人の指定を取り消すことがあります。 

 

４.実施業務 

実施業務は以下のとおりとします。詳細は「公私連携型保育所の運営等に関する協定

書」に記載します。 
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（１）設置業務 

（２）運営業務 

ア 保育の提供に関する業務 

イ 子育て支援業務 

ウ その他、市が指定する業務 

 

５.委託費、補助金等 

 ４.（２）運営業務に係る委託費、補助金等については、以下のとおりとなります。 

（１）委託費 

毎月初日の年齢毎の在籍児童数に応じて、子ども・子育て支援法附則第 6 条第 1

項に規定する委託費（公定価格）を支払います。 

（２）補助金等 

八王子市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例及び八王子市保育所設

置認可等事務取扱要綱を超えて行う保育内容の充実に要する経費を、八王子市保育

所運営費支弁要綱に基づき、予算の範囲内で支払います。また補助金については、

私立認可保育所と同様の取扱いとします。 

 

６.財産の取扱い 

土地、建物及び物品（引渡し時に対象施設で使用・保管中のもの）については、「定

期建物賃貸借契約書」に基づき、貸付契約を締結のうえ、土地、建物は有償で貸付け、

備品は寄託します。 

 

７.応募資格 

本件に応募することができる事業者は、以下の全ての要件を満たすものとします。 

（１）八王子市内に事務所又は事業所を置く法人 

（２）現に市内で認可保育所、認定こども園、幼稚園を設置・運営し、児童福祉法第

35条第 5項各号に掲げる基準を満たす者 

（３）運営する保育事業以外の事業を含む全体の財務内容が適正であること。（直近 3

年間の会計年度で 3年連続して損失を計上していないこと。また、直近 2年間の

会計年度でいずれの年度も債務超過になっていないこと。） 

（４）対象施設に係る年間事業費（土地賃借料を含む）の 12 分の 1 以上に相当する資

金を普通預金、当座預金等により有していること。 

（５）運営する施設が、指導検査（立入調査）において申込年度以前の過去 3年間に文

書指摘がないこと、又は、指摘があった場合は、適正に改善がなされていること。 
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（６）「公私連携型保育所の運営等に関する協定書」を誠実に履行できること。 

（７）以下の欠格事項のいずれにも該当しないこと。 

なお、必要に応じ関係機関へ、資格審査のため照会する場合があります。 

ア 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の 4（一般競争入札の参

加者の資格)の規定に該当する者 

イ 市から指名停止措置を受けている者 

ウ 市民税、法人税、消費税等を滞納している者 

エ 会社更生法（平成 14年法律第 154号）、民事再生法（平成 11年法律第 225号）

等により更生又は再生手続きを開始している法人 

オ 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 92 条の 2（議員の兼業禁止）、第 142

条（長の兼業禁止）、第 166 条（副市長の兼業禁止）及び第 180 条の 5（委員

会の委員及び委員の兼業禁止）に該当する者 

カ 事業者又はその役員等が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律

（平成 3 年法律第 77 号）第 2 条に掲げる暴力団又は暴力団員及びそれらの利

益となる活動を行う者 

 

８.応募 

（１）募集要項の配布 

ア 配布期間 

令和 7年（2025年）6月 2日（月）～令和 7年（2025年）6月 17日（火） 

（土、日、祝日は除く） 

イ 配布時間 

午前 9時から午後 5時まで（正午から午後 1時は除く） 

ウ 配布場所 

八王子市元本郷町三丁目 24番 1号 

八王子市役所本庁舎 4階 子ども家庭部子どもの教育・保育推進課 

窓口及び市ホームページ 

（２）現地見学会 

施設の状況等を確認していただくため現地見学会を開催します。追加の見学会は実

施しませんので、応募予定の事業者は、可能な限り出席してください。 

ア 日時 

(ｱ)多賀：令和 7年（2025年）6月 14日（土）午前 9時から 2時間程度 

(ｲ)静教：令和 7年（2025年）6月 14日（土）午後 2時から 2時間程度 
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イ 場所 

(ｱ)八王子市立多賀保育園（八王子市元本郷町三丁目 8番 16号） 

(ｲ)八王子市立静教保育園（八王子市元横山町三丁目 19番 13号） 

ウ 出席 

出席人数は 1事業者につき 3名まで 

出席する場合は、令和 7 年（2025 年）6 月 11 日（水）正午までに出席人数を連

絡願います。※応募者多数の場合、開催時間等を調整させていただく場合がありま

すのでご了承ください。 

なお、見学会用に駐車場の用意はありませんので、公共交通機関等をご利用くだ

さい。 

（３）質問の受付・回答 

ア 質問受付方法 

質問は、電子メールにより受け付けますので、以下のアドレス宛に送信願います。 

b470800@city.hachioji.tokyo.jp 

イ 質問受付締切 

令和 7年（2025年）6月 17日（火）午後 5時まで 

ウ 回答 

令和 7 年（2025 年）6 月 23 日（月）までに全事業者へ電子メールにより回答す

る予定です。 

（４）提出書類 

提出書類は「提出書類一覧」に記載します。 

（５）提出部数 

正本 1部 及び 副本 7部  合計 8部 

（６）応募の受付 

ア 受付期間 

令和 7年（2025年）7月 7日（月）～令和 7年（2025年）7月 11日（金） 

（土、日、祝日は除く） 

午前 9時から午後 5時まで（正午から午後 1時は除く） 

イ 受付場所 

八王子市元本郷町三丁目 24番 1号 

八王子市役所本庁舎 4階 子ども家庭部子どもの教育・保育推進課 

（７）その他 

ア 受付期間以外は一切受け付けません。また、受付期間後の提出書類の変更や追

加は認めません。ただし、本市が指示した場合はこの限りではありません。 
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イ 提出書類は必ず受付場所に持参することとします。 

ウ 提出書類は返却しません。 

エ 応募に係る経費は事業者の負担とします。 

オ 提出書類に虚偽の記載があった場合は、失格とします。 

カ 応募受付後に辞退する場合は、その旨を書面により提出することとします。 

キ 提出書類の著作権はそれぞれの事業者に帰属しますが、提出書類は市に対する

情報公開の対象文書となります。 

 

９.選考 

（１）評価項目 

「公私連携保育法人選考に係る評価項目」のとおりとします。 

（２）選考方法 

ア 一次選考 

提出書類により応募資格要件に関する資格審査及び書類審査（必要に応じヒアリ

ング）を行います。 

イ 二次選考 

学識経験者等で構成する評価会議において、提出書類及び事業者による事業説明

（プレゼンテーション）等を評価項目に基づき評価し、その評価結果を参考に市が

連携法人候補者を決定します。なお、日時等の詳細については別途通知します。 

（３）選考結果 

選考結果は文書により通知します。また、選考結果の概要については、市ホーム

ページで公表します。 

 

１０.協定締結 

市は、児童福祉法第 56 条の 8 第 2 項に基づき、連携法人の指定に当たり、あらかじ

め以下の事項について規定する協定を連携法人候補者と締結します。 

（１）協定の目的となる公私連携型保育所の名称及び所在地 

（２）公私連携型保育所における保育等に関する基本的事項 

（３）市による必要な設備の貸付け、譲渡その他の協力に関する基本的事項 

（４）協定の有効期間 

（５）協定に違反した場合の措置 

（６）その他公私連携型保育所の設置及び運営に関し必要な事項 
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１１.協定期間開始時の業務引継ぎ 

事業者の変更に伴う児童、保護者の不安軽減のため、現在の指定管理者との間で、現

在の保育内容を継続することを前提とした業務の引継ぎを、共同保育期間を設定したう

えで、実施していただきます。 

なお、引継ぎに係る費用については、市の予算の範囲内で、別途委託契約を締結し、

対象経費を支払う予定です。 

 

１２.スケジュール 

時期 内容 

募集要項配布 令和 7年（2025年）6月 2日～令和 7年（2025年）6月 17日 

応募書類受付 令和 7年（2025年）7月 7日～令和 7年（2025年）7月 11日 

一次審査 令和 7年（2025年）7月 14日～7月下旬 

一次審査結果通知 令和 7年（2025年）7月下旬 

二次審査 令和 7年（2025年）8月下旬 

二次審査結果通知 令和 7年（2025年）8月下旬 

協定締結 令和 7年（2025年）9月上旬 

連携法人指定 令和 7年（2025年）9月下旬 

業務引継ぎ 協定締結後 

財産契約締結 協定締結後 

事業開始 令和 8年（2026年）4月 1日～ 

 

１３.その他留意事項 

（１）市議会の議決 

本件募集は、事業実施に係る予算、条例改正等の議案が市議会で議決された場合

にのみ成立します。そのため、議決が得られなかった場合、本事業が実施できなく

なることを予めご了承ください。その場合においても、市は事業者が本件応募に要

した経費等について一切補償しません。 

 

１４.問い合わせ先 

〒192-8501 八王子市元本郷町三丁目２４番１号 

八王子市子ども家庭部子どもの教育・保育推進課（公立保育所運営担当） 

ＴＥＬ ０４２（６２０）７４４７（直通） ＦＡＸ ０４２（６２１）２７１１ 

Ｅ－mail b470800@city.hachioji.tokyo.jp 


